
１．はじめに

　日本は，現在，石油の大半を海外に依存して

いる。日本の石油産業の歴史を振り返ると，

１９１０年代のごく限られた時期に石油製品需要に

対する国産石油の自給率が５割を超えたが，第

一次世界大戦後の１９２０年代に入ると輸入原油に

依存する時代を迎えた。１９２０年代は，国内の石

油資源のみではエネルギー源としての石油の需

要をカバーすることができないことが明確にな

った時期である。

　この時期に始まる〈海外原油の流入と太平洋

岸製油所体制の形成〉は，２０世紀の日本の石油

産業の歴史なかでの重要な転換点の１つであ
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り，斯業の今日に至る基本構造がかたちづくら

れてゆく過程であった。こうした変化について

は，板倉忠雄１），阿部聖２）らによって明確に論

点整理され，その後，橘川武郎の日本市場をめ

ぐる国際石油資本の対応３），野田富男の満州事

変以降のわが国の燃料政策の研究４）などが重ね

られて，そのことにより，戦前期日本の石油産

業における１９２０年代から１９３０年代半ばにかけて

の構造的転換がいっそう具体的に明らかになっ

てきた。

　本稿の課題は，こうした先行研究を踏まえ

て，（１）第一次世界大戦後の日本の輸入原油精

製への転換の契機を再確認し，（２）その状況に

対応して，新潟県の油田地帯で営業する既存の

中小製油業者が株式会社共同石油販売所を設立

して輸入原油精製事業に取組んだ事例をより具

体的に明らかにすることである５）。そして，こ＊立命館大学名誉教授
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　本稿では，次の２つのことを明らかにした。まず第１は，１９２０年恐慌を転機として，アメリカの石油
産業が絶えず慢性的な過剰供給の状況下に置かれ，原油・石油製品価格の低落傾向は１９３５年頃まで続
いた。この長期にわたるアメリカの原油価格の低落傾向が国際的な原油の低価格水準を規定し，それ
が日本の石油各社による恒常的な輸入原油精製を可能としたこと。第２は，１９２０年代初頭からはじま
る日本への海外原油流入と太平洋岸製油所体制の形成の動きを概括し，１９２１年，新潟県の新津油田地
帯に，輸入原油の委託精製を目的として設立された株式会社共同石油販売所が，長岡・新津・新潟の
既存の中小製油業者の存続と時代に対応して成長する〈培養器〉としての役割を果たしたことである。
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れらの考察を通じて，１９２０年代から１９３０年代半

ばにかけて形成される石油の輸入原油精製体制

の意義を再確認したいと思う。

２．日本石油産業における輸入原油精製への転換

１．第一次大戦期の石油生産

　１）日本国内の原油生産量は，第一次世界大

戦中の１９１５（大正４）年の約４７万 klをピーク

に，以後，減産の一途をたどる。大戦の勃発に

より採掘用大口鉄管の輸入途絶で試掘が容易に

進まず６），また良好な油井に遭遇することもな

かった。一方，折からの好景気で，灯油のほか

揮発油・軽油・重油などの動力用燃料，ならび

に機械油の需要が増加し，それを精製する原油

の供給は需要に追いつかず，東山原油の建値は

１石（１８０.３９l）当たりの年平均価格でみると，

１９１５年の５円３９銭が１９１９年には２３円６９銭へと

４.４倍に跳ね上がった７）。

　２）ところで，同じ時期の原油輸入は年毎に

１.０～１.８万kl８）ほどと小規模で，大半は製品輸

入のかたちをとっていた。石油製品の内地生産

と輸入の比率をみると，明治末期以来，国産石

油（国内原油から精製した石油製品）と，輸入

石油（輸入製品に，輸入原油から精製した石油

製品を加えた合計高）はほぼ均衡していたが，

大戦勃発（１９１４年）直後から１９１７年にかけてア

メリカやオランダ領インドからの製品輸入が減

少した。一方，国産石油は１９１４年から急速に生

産が拡大されて１９１５年には１千万函９）を超え，

１９１７年には約１０２８万函を記録し，同年には「製

品総輸入量１に対し国産石油３.９の割合となり，

輸入石油の再輸出分を差し引いて計算すると自

給率は８３％」１０）に達したという。これは日本が

経験した最高の石油製品自給率であった。
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　なお，石井寛治は，大戦中に石炭の自給率が

逓減的とはなったものの，ほぼ１００％以上を維

持していたのに対し，石油の自給率は１９１４年か

ら１７年にかけて急上昇し，それ以降は総供給に

対する輸入石油の割合が高まり，１９２２年には自

給率が５０％を割り込むことを統計表で示してい

る１１）（表１参照）。

２．戦争景気と原油・石油製品価格の高騰

　１）旺盛な石油製品需要のもとで国産原油や

製品価格が高騰してゆく様相を確認しておこう

（図１参照）。大戦中，最も価格が上昇した石油

製品は揮発油であり，１９１５年の１函５円ほどの

ものが１９１９年には１４円を大きく上回った。次い

で機械油（潤滑油）の値上がりが大きく，灯油，

軽油，重油がそれに続いた。そのことを念頭に

置き，ここでは月毎の価格変動が追跡できる灯

油１２）を対象に分析を進める。

　東山原油の建値を月毎に追うと，１９１５年７月

の５円１０銭を底に次第に上昇し，１９１７年１月に

表１　石炭・石油製品の生産動向

石油石炭
年次

自給率（％）産額（千函）自給率（％）産額（千トン）

５２.５６,２０９１１８.１２１,３１６１９１３
６６.０８,２４７１１３.３２２,２３９１９１４
７１.３１０,５７３１１２.６２０,４９１１９１５
８１.４１０,１２６１１１.９２２,９０２１９１６
８２.７１０,２７７１０８.６２６,３６１１９１７
７５.４９,２４８１０５.３２８,０２９１９１８
６３.７７,６９５１０４.３３１,２７１１９１９
５９.３７,４１７１０４.８２９,２４５１９２０
６１.１７,５７３１０６.５２６,２２１１９２１
４４.７６,３５１１０１.９２７,７０２１９２２
３６.９６,１７３９９.６２８,９４９１９２３
３０.３６,０１７９９.１３０,１１１１９２４
２８.４６,０４８１０３.１３１,４５９１９２５

出所：石井寛治「産業・市場構造」，大石嘉一郎編『日本帝国
主義史』（東京大学出版会，１９８５年），１３０ページの第１１表
より加工・引用。

　　　同表では，石油製品の自給率は輸入原油からの製品を輸
入品として算出し，海軍の輸入石油は参入されていない。



は１石当たり７円７５銭となった。その後も原油

の高騰は続き，東山原油は１９１８年１１，１２月には

１石当たり２６円となる１３）。それはちょうど第１

次世界大戦終結の時期である。

　翌１９１９年は，年初から原油価格は下落する

が，先にも触れたように，この年の年平均価格

は東山原油が２３円６９銭，新津原油が２１円７４銭と

２１円以上を維持し，１９２０年恐慌の過程で２０年７

月から１石当たり２０円台を割り込むことになる。

　２）他方，灯油の価格は，原油より１ヵ月早

く１９１７年７月から急上昇をはじめ，１８年１２月ま

で値上げが続き，スタンダード石油１４）の「チャ

スター印」の灯油は１７年６月の１函５円５８銭

が，１８年１２月には１４円１１銭（２.５倍）に値上がり

した。当時，日本の石油市場でスタンダード石

油と激しく売り込み競争を展開していたのがロ

イヤルダッチ・シェルの日本国内会社ライジン

グサンである。同社の灯油は“タンク”油１５）と

呼ばれ，価格の上では「チャスター印」より絶

えず低めに設定されていたが，１９年１月に最高

値の１３円をつけた。スタンダード石油の製品が

アメリカからの輸入品であるのに対して，当時
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のライジングサンの製品は主にオランダ領イン

ドやイギリス領ボルネオから輸入され，海上航

路の距離の違いがあった１６）。国内の代表的な石

油会社である日本石油，宝田石油の灯油は，図

１では，前者の代表銘柄を「黒一羽印」，後者は

「青宝玉印」で表示しているが，両銘柄はとも

に輸入石油の価格の動きに追随するかたちで推

移している。灯油の価格は，日本経済が好景気

で沸いた１９１９年には，景気の一般的動向とは逆

に年初から大きく下落する。

　国産原油の減産は１９１６年からはじまるが，こ

のように１９１５年秋からの灯油をはじめとする石

油製品の値上がりと原油価格の高騰により，日

本，宝田両社（この２社で国内鉱区の７割以上

を掌握）をはじめ，石油鉱業者は巨利を博した。

３．第一次大戦後の国際原油市場と原油の内外

価格差

　１）ところで，第一次世界大戦期に動力用エ

ネルギー源としての石油の需要が拡大し，世界

各地の原油生産は急増する。１９１５年の世界の原

油生産量は４億３,２０３万バレル，１９１８年５億０,３５１

万バレル，１９２０年は６億８,８８８万バレルとなる。

特に大戦後の１８年から２０年にかけては，わずか

２年間で１億８,５３７万バレルが増産された。そ

のうちの８,７００万バレルは，１９１７年にテキサス

油田の大噴油で一挙に生産を拡大したアメリカ

のものであり，全体の４７％を占めた。戦後の経

済混乱でロシア，ルーマニア，ドイツなどが生

産量を減らす一方，メキシコ，ベネズエラなど

の中南米諸国や，イラン，オランダ領スマトラ，

イギリス領ボルネオなどが生産量を拡大した１７）。

　２）大戦期末から石油需要の増加に伴い原油

と石油製品の価格も上昇した。アメリカの動き

をみると，原油１バレル当たりの井戸元価格の

図１　原油・灯油価格の推移
─１９１７～１９２０年─
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出所：『本邦鉱業の趨勢』各年版
註：１９２１年の国内灯油は，白蝙蝠印の価格



全米平均は，１９１５年の約６０セントが１９１８年に２

ドルとなり，１９２０年には３ドルを超えた１８）。た

だ，翌１９２１年には戦後恐慌のもとで大きく暴落

し，大戦中の原油輸出に関する制約も解かれて，

安価な原油の輸入契約が成立するようになる。

　オランダ領インドやイギリス領ボルネオ産の

原油価格も同様に低価格水準であり，概して

１９１９年中の輸入原油のCIF価格は１石当たり１２

円，関税を加えても１４円程度である１９）。また，

１９２０年８月の新聞報道では，メキシコ産原油の

内地諸港着荷価格は１石当たり８円以下であっ

た，という２０）。１９１９年中の国産原油の建値が１

石当たり２１円の水準を維持していたのと比べる

と，輸入原油の方が約半額，関税を加えても１

石当たり７円近く割安であった。１９２０年恐慌に

より，諸物価が下落した同年７～８月頃には国

産原油の価格も多少下落したが，原油生産量そ

のものが減少するなかで，その後むしろ値を戻

し，１９２１年末まで２０円水準を維持していた。十

分な鉱区をもたない製油業者にとっては，割高

な国内の原油よりも割安で入手できる海外原油

の輸入精製の方が有利であった。

　３）さらに，１９２０年後のアメリカの動きを見

ると，原油生産は１９２０年恐慌や１９２９年恐慌で減

少するが，長期的にみれば増産傾向は変わら

ず，１９２９年には１０億バレルを超え，１９３７年には

１２億７９１６万バレルに達する。一方，石油製品の

供給はその需要を上回る傾向が続き，アメリカ

の石油産業は，１９２０年恐慌を転機に絶えず慢性

的な過剰供給の状況下に置かれ，１９３５年頃まで

原油価格および主要５０都市におけるガソリンの

税抜き価格は低落傾向にあった２１）。

　この１９２０年代から１９３５年頃までの長期にわた

るアメリカの原油価格の低落傾向が国際的な原

油の低価格水準を規定し，それが，日本の石油
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各社による恒常的な輸入原油精製を可能とし

た。この時期の日本の石油製品価格は，表２で

示すように１９３１年まで大きく下落する。

４．海外原油の輸入精製事業の本格化

　１）日本の輸入原油精製の事業は，浅野聡一

郎が安価なカルフォルニア原油に着目して神奈

川県保土ヶ谷に製油所を建設，１９０８年初頭から

製品の販売を開始したのを嚆矢とする。また，

シェル系のライジングサンもボルネオ産原油を

日本に輸入して１９１０年に精製を開始した。これ

らの事業は原油関税の引き上げで輸入原油精製

の利点が減殺されたことや原油輸入先の契約破

棄などにより頓挫した２２）。

　この先例からみると，輸入原油の安定的な確

表２　原油・製品 年平均価格の推移

石油製品（１函当たり，円）原油（１００ l当たり，円）
年次

機械油軽油灯油揮発油新津原油東山原油

５.９９５.５８６.３０１２.９５７.７１８.３２１９２２
６.５６４.６８５.９４１１.９７６.８５６.９２１９２３
６.２５４.８５６.４８１１.５３７.２３８.０２１９２４
４.９７４.１５５.９５１１.４８５.７６６.８２１９２５
４.６４４.１２５.５０７.３０５.３６６.５９１９２６
４.９１３.０９５.１８６.７６５.０６５.４０１９２７
４.２７２.６７４.８２６.０７４.７４５.２４１９２８
３.７２２.８３４.６６４.９３４.３６５.２９１９２９
３.２６２.５４４.２７４.５８３.７９４.７４１９３０
２.８７２.１６３.９９４.４７２.８６３.１５１９３１
３.４０２.７０４.２０４.３０２.９９３.４６１９３２
４.２０３.１０５.００４.７０３.９５４.７５１９３３
３.４４２.８５４.３８４.２３３.５７３.８８１９３４
４.００３.０５４.２０５.０４３.６８４.０６１９３５
４.０３３.０９４.２１５.５５４.１０４.５１１９３６
５.８８４.８２５.８６６.６６５.９３５.６２１９３７
６.１９５.１１６.０８７.４４６.３２６.１８１９３８

出所：『本邦鉱業の趨勢』各年版。
註：原油の単位価格は１９２９年版より１００l単位。それ以前の年
次も，それに換算。
　　揮発油は「１号新缶新函」。１９２６年より「自動車新缶新
函」に変更（この品目に換算すると１９２５年の年平均価格は
８.１８円となる）。
　　なお，１９２７年版の揮発油年平均価格は６.８３３円であるが，
本表は１９２８年版の数値を採用。
　　灯油は「白蝙蝠新裸」，軽油は「赤全勝新裸（２７年より２
号発動機新裸）」，機械油は「Cマシン新裸」。



保と，国産原油高・輸入原油安の条件が維持さ

れる見通しがあることで輸入原油精製は可能と

なる。さらにその製品が，安価な外国製品と品

質・価格面で競争可能でなければならない。こ

うした問題点を抱えつつも国産原油の開発と増

産に不安がある限り，輸入原油精製への転換

は，ひとつの選択肢であった。

　２）折しも日本海軍は，大戦の経験から艦船

用燃料の確保をめぐり，台湾・樺太など油田未

開発地域の開発を進める一方，燃料油の大量確

保による自給自足を企図し，１９２１年４月，山口

県徳山の海軍練炭所を拡充・改組して海軍直属

の徳山燃料廠を設立した。同廠重油部の製油施

設は，１９１９年から建設準備が進められていて，

７千トン鋼製油槽２０基，原油処理能力４,３００バ

レル／日の製油所などを備えた，当時日本最大

規模のものであった。製油所の主な施設は，軽

溜装置（トランブル式蒸留・日量２,５００バレル）

１基，重溜装置（セル式バッチスチル・日量

１,８００バレル）１聯，混油装置，荷役ポンプ，洗

滌装置などである。原料油はボルネオ，カルフ

ォルニア，ペルシャ，メキシコから輸入し，

１９２１年７月から精製作業を開始しているが，同

年度内の製油生産高は重油１１万２,９４４.４トン，軽

油５,８１５トンなど計１１万９,４５９トンであった。当

初計画では年産２０万トンの鑑船用重油の製造を

目標とし，輸入原油精製事業としても突出した

規模のものである２３）。この独自の製油所建設計

画は，事前に日本石油，宝田石油にも伝えられ

たといわれるが，民間資本の原油輸入精製事業

を刺激することになった。

　３）１９１９年当時，いち早く輸入原油精製に取

り組んで注目されたのは瀬島猪之丞２４）である。

瀬島は１９２１年１月にライジングサン所有の福岡

県西戸崎製油所を賃借し，同年５月に旭石油株
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式会社（資本金１５０万円）を設立して業容を整

えるとともに，南方原油の輸入精製を開始した。

製品は主に軽油と機械油（潤滑油）で，月間処

理量は４～５千石（７２１～９０２ kl）ほどである２５）。

　この旭石油は，精製を開始して間もない同年

６月に，ライジングサン経由で重油を輸入し海

軍へ納めていた申酉商会（資本金１５０万円）と

合併して資本金３００円の会社となり，さらに日

本石油，宝田石油から各１５０万円の出資を得て

資本金６００万円に増資して，海軍への輸入重油

の供給と輸入原油精製の事業を拡充した。この

時，日本石油，宝田石油の両社から各１名役員

を派遣している。

　４）他方，同じ１９２１年の４月の段階で，日本

石油と宝田石油の両社は合併のための覚書を取

り交わしており，１０月１日に両社は合併手続き

を完了して資本金８千万円の新しい日本石油が

誕生した。この合併は採掘部門や製品の精製・

販売部門での競合を排して生産の効率化を図る

とともに，国際石油市場への対応では日本を代

表する石油会社として国家とのタイアップを期

待するものでもあった。

　翌１９２２年３月，鈴木商店系の帝国石油（１９１７

年２月，資本金６００万円で設立）が秋田・山形

県方面で稼業する一方で，山口県徳山に製油所

を完成させ，アングロ・ペルシャ石油会社経由

でイラン原油を輸入し精製を開始した。同年８

月，先に述べた旭石油がこの帝国石油と合併

し，輸入原油はライジングサン経由に一本化し

て精製事業を継続する。この合併の際，日本，

宝田両社の保有株３００万円相当分は川崎造船所

の松方幸次郎へ売却され，合併後の新しい旭石

油は，社長松方，専務に瀬島が就任した。

　５）つまり１９２２年８月の，新旭石油誕生の時

点では，すでに日本石油と宝田石油は合併して



おり，一旦は旭石油の輸入原油精製事業に経営

参加したが，結局，そこからは手を引き，独自

の石油資源開発と輸入原油精製事業を展開する

方針へ転換した。

　日本石油は，１９２２年２月２２日にライジングサ

ンと原油輸入契約を締結し，まずは既設の製油

所における精製を計画して新潟県佐渡郡加茂村

に佐渡油槽所を建設，１９２３年２月，一部竣工を

待ってボルネオのタラカン原油を荷揚げし，新

潟，新津，柏崎の製油所へ回送して精製を開始

した。この原油からは軽油と機械油を精製して

いる。同年４月には三井物産から購入したカル

フォルニア原油が入荷し，揮発油成分も精製で

きるようになった。その後，同社の新潟製油所

では，１９２６年１１月，クロス式分解蒸留装置，

１９２７年７月，シュルツ式減圧蒸留装置がそれぞ

れ運転を開始した。前者は揮発油，後者は機械

油の製品得率の向上を図るためのものであった。

　６）なお，日本石油は，これと並行して１９２２

年８月，神奈川県に太平洋岸製油所建設計画を

決定し，同県橘樹郡潮田町大字安善町の埋立地

（鶴見地区）２万坪を購入，１９２３年４月，三井物

産と原油・石油製品輸入に関する５ヵ年共同事

業の契約を締結してカルフォルニアのゼネラ

ル・ペトロリアムからの原油輸入を可能とし，

１９２４年７月，鶴見製油所の竣工をまって精製を

開始した。この製油所には，当時最新鋭のダブ

ス式分解蒸留装置が設置された。この装置は，

軽油・重油・重質原油あるいは常圧蒸留で軽質

油を除去した後の原油を再蒸留して揮発油を製

造するもので，原油からの製品得率を高めた２６）。

　７）なお，経営規模では中堅の，小倉常吉が

経営する小倉石油店（東京市日本橋区）も１９２１

年に油井の新規掘削を中止し，７月には海外原

油の輸入を決意，翌１９２２年１月，横浜油槽所を
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竣工，同月にメキシコ産原油を入荷して２月に

その処理に成功している。この原油はCIP価格

が１石当たり６円７０～８０銭と安価であったが，

重質油でピッチ分が非常に多く，採算に合う処

理に非常に苦心したという２７）。

　小倉常吉は，その後，１９２５年４月に資本金１

千万円（当初払込５００万円）の小倉石油株式会

社を設立。東京市郊外に東京製油所を建設し，

１９２６年８月，ジェンキンス式分解装置を完成，

翌１９２７年２月にシュルツ式真空蒸留装置を稼

働，それぞれ揮発油および潤滑油の品質向上と

増産に努めた２８）。

　８）また，神戸で丸善砿油合名会社（資本金

５万円）を経営していた松村善蔵も１９２３年頃か

らボルネオのミリ原油，タラカン原油を取り寄

せ，新川工場内に小さい釜を備えつけて製油を

試していた。

　その後，松村善蔵は，１９２７年，大阪市西淀川

区の福町に大阪製油所を建設，１９２９年にヘック

マン式真空蒸留装置を設置して輸入原油を精製

し，機械油の増産を図った２９）。

　９）１９２０年代に取り組まれた以上の輸入原油

精製事業とそれに関連する新技術導入につい

て，年次を追って表示すると表３のようにな

る。民間資本では，１９２４年の日本石油・鶴見製

油所へのダブス式分解蒸留装置（１基の原油処

理能力５００バレル／日）の導入，１９２７年の日本

石油と小倉石油のシュルツ式減圧蒸留装置の導

入があり，これらが太平洋岸製油所の主要な装

置体系を構成することになる。このことを指摘

した板倉忠雄は，さらに，その技術が海外で完

成してから４年という短期日のうちに日本へ導

入されたことに注目し，「建設期間と，導入折

衝の時間を考慮すれば，おそらく，海外で新技

術が発表されれば，直ちに検討を開始したと見



て間違いないであろう」３０），と述べている。

　１９２０年初頭からはじまる輸入原油精製事業

は，ただ単に国産原油高・輸入原油安の状況の

もとで，安価な原油を求めただけの動きではな

く，低価格で流入する海外の石油製品に対抗

し，石油製品国内自給の体制が維持できるかど

うかという日本石油産業の制度設計に関わる取

り組みであった。内外の石油資源開発ととも

に，消費地に近接した太平洋岸に最新の精製装

置体系を形成し，石油製品の国内自給体制を確

保する途はそれに向けた重要な選択である。

３．株式会社石油共同販売所の設立と事業展開

─１９２１～１９２７年─

１．設立の経緯

　１）さて，１９２０年代初頭に，日本でも主要な

石油産地の新潟県で，明治以来の営業を誇る地

域の中小製油業者が株式会社石油共同販売所を

設立し，輸入原油精製に乗り出すというもう一

つの動きがあった。この会社の事業展開を再検

討しつつ，その帰趨を追うこととしよう。

　株式会社石油共同販売所（以下，㈱共同石油

販売所と略記）の設立の経緯については，『日

本石油百年史』（１９８５年版）に，かなり詳細な記
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述がある。やや長文になるが，そのまま引用し

よう。

「大正８（１９１９）年当時，新津，長岡，新潟

一帯の個人製油業者の多くは，当社が一時

期資本・経営参加した中央石油から新津原

油を購入して，主に機械油と軽油の生産を

行っていた。その中央石油は大正９年１

月，当社が原油不足対策の一環として買収

するとこととなったため，これを契機に同

社のオーナー中野家を中心として，外国原

油を輸入する新会社設立計画が具体化する

にいたった。同計画は中央石油時代の株主

を主体として中央興業組合を結成，同時に

当社から６ヵ月間のつなぎ原油の供給を受

けることにより準備が進められた。

　こうして１０年夏，中野寛一の次男信吾は，

ライジングサンとの間にボルネオ産ミリ原

油年間１万石（約１,８００kl）の購入契約を締

結し，同年１１月２８日に新津町に㈱共同石油

販売所（資本金１００万円）を設立した」３１）。

　これは，同社の設立について，現在知りうる最

も詳細な記述である。ここで指摘されたいくつ

かの論点をさらに具体的に明らかにしていこう。

表３　１９２０年代の新蒸留技術の導入

主な製品導入技術製油所名年次

軽質油，重油，トランブル式連続蒸留海燃・徳山１９２０（大９）
分解揮発油ダブス式分解蒸留日石・鶴見１９２４（　１３）
軽油から揮発油ジェンキンス式分解蒸留小倉・東京１９２６（昭１）
分解揮発油クロス式分解蒸留日石・新潟
 機械油・スピンドル油・
 　
券
犬
鹸 シリンダー油

シュルツ式減圧蒸留日石・新潟１９２７（昭２）
シュルツ式減圧蒸留小倉・東京

機械油ヘックマン式減圧蒸留丸善・大阪１９２９（昭４）
分解揮発油クロス式分解蒸留日石・下松

出所：板倉忠雄「石油精製業における技術的発展の諸段階」，有沢広巳編『現代産業
講座Ⅲ』（岩波書店，１９６０年），所収，３５０ページの第４・１０表を加工，各社の社
史類で補充。



　２）新潟県の新津油田地帯といえば，明治維

新後，その開発の中心に位置していたのが中野

貫一である。貫一は中蒲原郡新津町の近郊にあ

る金津村に居を構え，１８８０年代末には県内でも

有力な石油生産者として位置し，１８８８年５月創

立の日本石油へは創業時から株主となり，１８９１

年４月から１９２１年１０月まで監査役を，以後亡く

なる１９２８年２月まで取締役であった。

　一方，家業として進めてきた石油事業＝中野

鉱業部は，１８９０年代後半から長岡，刈羽の油田

地帯へも採掘事業を拡げ，１９０３（明治３６）年に

居村内で機械堀による原油採掘に成功して以

降，一層業容を拡大し，事業の本体とは別に，

１９０７年７月には新津油田地帯で操業する中小石

油会社を合同して中央石油株式会社（資本金

２５０万円）を設立した。当時，日本石油は中野

家に次ぐ株主に位置し，日本石油・専務取締役

の内藤久寛は１９１７年１月まで同社の取締役であ

った。さて，中野家の事業の本体である中野鉱

業部は，１９０９年に法人化して中野合資（資本金

５０万円）となり，１９１４年に中野興業株式会社

（資本金１００万円）へ改組，１９１８年には資本金

５００万円に増資して，県内のほか秋田県豊川地

域にも鉱区をもち，第一次世界大戦中に，日本

石油，宝田石油に次いで多くの石油鉱区を有す

る会社となった。

　３）この中野貫一がオーナーとして経営して

いた中央石油は，操業５年後の１９１２年４月に資

本金を１００万円に減資し，不良試掘抗などの大

幅な欠損償却を実施したが，以後，新津油田地

帯の中では有望な小口，朝日鉱区を軸に業績を

回復していた。それが１９２０年１月に日本石油に

買収され，新津油田地帯の原油生産の大半が日

本石油と宝田石油の鉱区となった。さらに１９２１

年１０月，日本・宝田両石油会社が合併し，それ
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以降，地域の製油業者にとっては，中野興業を

はじめ地域の中小の石油採掘業者を頼みの綱と

せざるを得なくなる。ところが新津原油の建値

は高止まりであり，元中央石油のオーナーであ

る中野家を突き動かし，輸入原油精製の計画が

浮上したのであろう。上掲の引用文のように，

元中央石油専務の中野信吾らの交渉によってラ

イジングサンとの原油輸入契約が成立し，会社

設立の運びとなった。

２．同社の創業に加わった製油業者

　１）創立期の株主と役員　　　㈱共同石油販

売所は，１９２１年１１月２８日に資本金１００万円の会

社として創立した（設立登記同年１２月７日）。

会社の目的は定款によると，「石油の精製及販

売」および，それに「付帯する一切の業務」と

のみ定められているが，国産原油とともに輸入

石油を購入し，新潟，長岡および，新津などの

製油業者に精製を委託，その製品を統一商標の

もとに一括販売することであった。

　表４は，第１回営業報告書に記載された株主

名簿から１００株以上の株主とその関係者を中心

に，創業期の主な株主の構成と役員を表示した

ものである。発行株式２万株（１株５０円，当初

半額の２５円払込）は，５９人の株主が引き受けた

が，それらは３つのグループで構成されてい

た。第１は，同社の発起準備を進めた中野家の

企業と家族で，株式の６１.７％を保有している。

第２のグループは，地域の独立した中小製油業

者である。なかでも新津恒吉，㈱山岸商会社長

山岸喜藤太，および石崎清助，早山與三郎，㈱

浅田製油所の代表浅田常五郎は旧中央石油の株

主であり，中野家に対し，国産原油の採掘・販

売と並行して安価な海外原油の輸入精製事業を

強く押した人びとであった考えられる。このグ
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表４　株式会社石油共同販売所の主な株主と役職

旧中央石油
株保有数

設立時役職
第１期持株数
１９２２年６月

住　　所氏　　名

（中野貫一家の企業・家族）
９,０００中蒲・金津村中野興業㈱

取締役社長１,１７３中蒲・金津村中野忠太郎
９２０長岡市中野殖産㈱
５００中蒲・金津村中野　貫一
５００中蒲・金津村中野　孝次

専務取締役２００長岡市中野　信吾
５０中蒲・金津村中野　冬松

１２,３４３（６１.７）　小計

（地域の製油業者）
１,８０１常務取締役７５０中蒲・新津町新津　恒吉○
２０７００新潟市㈱山岸商会○

取締役４００東京市山岸喜藤太
４００長岡市吉沢　源七○
４００長岡市合鈴木商店○

３７０監査役４００中蒲・新津町石崎　清助○
１００監査役４００新潟市早山與三郎○

３９０新潟市斎藤　英二○
６３８０新潟市㈱浅田製油所○
７０２８０中蒲・新津町奥田　静治○

取締役２５０長岡市加藤　清吉○
２００新潟市白山製油所○
２００長岡市鷲尾　庄七○
１５０新潟市阿部吉太郎○
１００長岡市阿部慶次郎○
１００新潟市小林　寅市○
４０中蒲・新津町大谷　辰次○

５,５４０（２７.７）　小計

［企業役職］（地域の資産家・縁者など）
㈱米新商店・監査役２１０長岡市若月　新弘
六十九銀行・専務取締役２００長岡市鷲尾徳之助
新潟瓦斯・監査役１２７長岡市松田富士松

１８８中蒲・金津村柳本藤三郎
１１５中蒲・新津町安藤　勝蔵
１００中蒲・新津町奥村曽市郎
１００中蒲・金津村高塚弥之介
１００長岡市佐藤　文吉
９７７　その他　２７人

２,１１７（１０.６）　小計

２０,０００（１００.０）　　総株式数

５９株主数（人）

出所：株式会社共同石油販売所「第１回営業報告書」，および中央石油株式会社
「第２５回営業報告書」より作成。

註１）第１期持株数欄の（　）内は構成比（％）。
　２）１９２４年１～６月の間に，原製油所（原 正吉）が１０株を所有，さらに新潟市
の関屋製油所（新津恒吉経営），藤崎製油所が新たに委託精製を開始する。

　３）旧中央石油株式会社は資本金１００万円（総発行株式５万株，１株２０円）１９２０
年１月７日をもって，日本石油が買収。

　４）○印を付したのは地域の製油業者・会社ないし製油所。



ループの株式保有比率は２７.７％である。第３の

グループは長岡の製油業者と関わりの深い鷲尾

徳之助ら有力な長岡財界人や地元金津・新津の

資産家，中野家はじめ製油業者らの縁者であ

る。その株式保有比率は１０.６％であり，約８９％

は第１と第２のグループに属する人びとが引き

受けていた。

　会社役員は，中野家から取締役社長中野忠太

郎（中野貫一の長男，中野興業社長）と専務取

締役中野信吾（中野貫一の次男）の２人が選任

され，常務取締役新津恒吉（新津町の製油業

者），取締役山岸喜藤太（新潟市の石油製油

業），取締役加藤清吉（長岡市の製油業者）と３
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地域から各１人が選ばれ，監査役には石崎清助

（新津町の製油業者）と早山與三郎（新潟市の

製油業者）が就任した。この役員体制は基本的

に１０年間変わらず，１９２５年前期を最後に山岸喜

藤太が病気で取締役を辞した後も空ポストは補

充されないまま１９３２年６月までこの体制が続い

た。山岸は１９２１の時点で新潟の製油所の経営を

支配人桑山茂作に委ねて東京に転居していた

が，１９２５年１月２６日に死去している。

　２）委託製油所　　　同社が輸入原油の委託

精製を契約した製油所は，表５のとおりであ

る。創業時は１９ヵ所，操業３年の１９２４年に新潟

市の藤崎，関屋の２製油所が加わって最盛期は

表５　㈱共同石油販売所の委託製油所一覧

職工数
創業年月工場主名所在地製品種類

工場名
（→は１９２７年以降の譲渡先） 女男

１２４１９０３.７新津恒吉中蒲・新津町田家k, l, m, p（丸新）製油所
─２１１８７２.６石崎清助中蒲・新津町k, l, m, h, p石崎製油所☆
─２２１９０５.２吉澤源七中蒲・新津町k, l, m, p吉澤製油所→加藤清吉へ☆
１１６１８９９.３奥田静治中蒲・新津町l, k, p奥田製油所☆

藤田熊次郎中蒲・新津町柄目木藤田組製油所
大谷辰次中蒲・新津町大谷製油所☆

８２０１９１１.１鈴木宇吉長岡市下中島町k,l,m,p合鈴木商店・製油部☆
２１５１８８８.５鷲尾庄八長岡市北中島町k, l, h鷲尾製油所☆
４１２１８９６.８加藤清吉長岡市下草生津町k加藤製油所☆

阿部慶次郎長岡市中島町阿部製油所

８１５１９０２.１山岸喜藤太新潟市沼垂龍ヶ島k, l, m, p㈱山岸商会・製油所☆
原　正吉新潟市沼垂上王瀬原製油所☆

─１３１９０１.７早山與三郎新潟市関屋大川前早山製油所☆
２１３１９０２.４斉藤英二新潟市関屋大川前斉藤製油所☆
５１５１８９４.５浅田常五郎新潟市関屋大川前㈱浅田製油所☆

阿部吉太郎新潟市関屋大川前阿部製油所
小林寅市新潟市関屋大川前小林製油所

２８１８９５.３藤崎了覚新潟市関屋大川前l, m, p藤崎製油所→新津恒吉へ☆
新津恒吉新潟市関屋大川前中央製油所
新津恒吉新潟市関屋大川前関屋製油所

４１０１９１７.３新津恒吉新潟市白山浦二丁目l, m白山製油所

出所：製油所名と代表者名は，㈱石油共同販売所「第８回営業報告書」裏表紙の広告欄より掲載。
註１）製品種類・創業年・職工数は，農商務省編『工場通覧』（１９２０年版）。１９２０年１月１月現在，職工１０人以上
の工場に関する調査による。新潟の藤崎，白山製油所は１９２１年版で補充。

　２）製品種類は，k‐灯油，l‐軽油，h‐重油，m‐機械油，p‐ピッチ。揮発油は無い。
　３）製品種類が空欄の製油所は，上の『工場通覧』に記載が無く，『新潟県統計書』１９２２年版の工場一覧によ
り補充。早山製油所の職工数は同１９１６年版による。

　４）創業年等が空欄のものは職工１０人未満か，いすれにしても小規模の製油所と考えられる。
　　　なお，新潟市の和田製油所（和田喜一郎，創業１９１４.５，職工計２６人）は，日本石油の委託製油所である。
　５）☆印を付した製油所は，１９３３年１月以降も委託製油所として契約していた１３の製油所。



２１ヵ所となった。新津町の石崎製油所は１８７２

（明治５）年６月の創業で新津油田地帯では最

も長い歴史を持ち，長岡の鷲尾，加藤などは明

治２０年代から操業し，宝田石油，日本石油へ吸

収されることなく存続してきた製油所である。

新潟では，浅田，藤崎両製油所が日清戦争前後

から操業している。早山製油所を経営する早山

與三郎は，１９１５年に東京に進出，販売店を開設

し，翌１９１６年，大阪の日米礦油（スタンダード

石油製品の販売店）の業務社員となり，同社の

製品を委託製造していた。

　長岡の合鈴木商店や新潟の㈱山岸商会は，石

油の採掘も手がけ，小規模ではあるが石油の採

掘・精製・販売に一貫して取り組む企業であっ

た。

　これらの既存の中小製油業者が，共同して原

油の輸入組織を設立して，その精製事業に踏み

切った意義は大きい。なお，白山製油所は，

１９１７年３月，㈱山岸商会が設立，その後，旧中

央石油へ譲渡され，中央石油が日本石油に買収

された際，この製油所は中野信吾が受け継いで

いた。したがって，この会社の設立時には，中

野信吾所有の製油所として委託製油所の１つと

なるが，実際の管理運営は同社常務の新津恒吉

が行っていたようである。

　同社が地域の製油所と取り交わした「委託製

油契約書」では，㈱共同石油販売所（甲）が委

託製油所（乙）に対して毎月の国産・外国産別

の原油委託数量，受渡場所を指定し，各製油所

（乙）は甲が発行する原油切符と引替えに指定

された油槽所ないし鉱業所から原油を受け取る

こが定められていた。委託原油に対する製品の

割合，規格，量目，製油工賃は，あらかじめ甲

から乙に通知され，乙は製品を翌月１５日までに

全て納品することした。但し，納品が遅延した
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場合，あるいは契約量に満たない場合は，その

差の原油は，製油所側の買い取分として甲が乙

に対して請求できるとも定められている。ここ

で注目されるのは製品の「買戻し」規定であ

る。外国産原油から精製した製品は，全て甲へ

納入し製油所側の「買戻し」はできないと定

め，輸入原油精製分は全て㈱共同石油販売所の

製品として販売する原則が定められていた。だ

が，それ以外の国産原油から精製した各製油所

の委託精製品については，一定数量を６ヵ月以

上継続することを条件に甲の承認を得て買戻し

ができるとした３２）。この規定のなかで委託製油

所は「マシン油，３０度軽油，２分軽油，其他 之

れに類似の製品を製造販売せざること」とあ

り，同社は，これらの規格品を中心に販売する

ことを考えていたようである。と同時に，それ

以外の製品については，一旦，委託原油分を精

製して甲に納入したあと，買戻して各製油所の

独自商品として従来からの顧客をはじめ，自ら

販路を開拓して販売することは可能であった。

委託製油契約は，このように各製油所の独自性

は一定程度保たれていた。

３．開業から基本施設の整備まで

　１）同社は，１９２２（大正１１）年１月６日，輸

入した原油を新潟港に輸送，２月５日より委託

製油所に原油の払い渡しを開始し，２月２０日，

販売地の得意先に対して開業の通知を発し，２

月２３日より製品の販売を開始した３３）。しかし，

開業早々から厳しい価格競争に直面する。第１

回営業報告書では，「内地油は価格が引き合わ

ず，外国油のみ毎月１万石ないし１万３千石ほ

どを委託製油して軽油と機械油を市場に出すが，

外国製品の安価流入により市価が暴落，軽油は

当初１函６円２０～３０銭で発売したものの４円５０



～６０銭となり，機械油も当初１函６円８０～９０銭

で発売したが，１９２２年６月現在，５円４０～５０銭

で取引せざるを得なかった」，と記している。

この販売価格は，軽油，機械油ともに日本石油

の製品の１９２２年６月における平均価格よりかな

り低目である３４）。

　低廉な外国製品の流入による国内の市場価格

の下落傾向は，年により多少の高下はあるもの

の，１９３１年まで続き（前掲の表２参照），引き続

き他社製品との厳しい競争のもとで，経営の安

定化を図らなければならなかった。同社の製品

名は，軽油が銀色軽油（高等発動機油），金色軽

油（実用向発動機油），それと金色マシン油（実

用向機械油），改良重油（最大型発動機用・殺

虫油）の計４種で，そのほか灯油と揮発油も少

量ではあるが販売していた。中小製油業者が個

別に独自の製品を販売するのと違い，製品の品

質の統一をはかり，統一商標で販売する試みは

一定の評価を得たようで，第２回営業報告書に

は「開業 日猶浅しと雖も製品の信用漸次声価

を博するに至れり」とある。第１期の配当は年

率９％，第２期のそれは１０％であった。関東大

震災後の第４期（１９２３年７～１２月）は軽油・機

械油ともに需要が増加し，３割配当を実現して

いる。

　２）開業から３年目の第５期（１９２４年１～６

月）は，運搬船の傭船が意の如くならず，外油

の輸入量は常に必要量を下回って，１～３月は

各製油所が休業状態となった。４月以降，日本

石油の佐渡油槽所から輸入原油の融通を受け

て，ようやく生産を回復したが，通算３７万函の

製油を行ったにすぎないという事態に立ち至っ

た。しかし，外油の産地高と為替の変動により

外国製品の輸入が困難となり，国内の軽油の価

格は値上がりして３月から好況を呈した。一
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方，機械油は諸工業の萎縮と相まって需要減

退，価格は下落する。

　この１９２４年前半期に払込資本は１株５０円の満

額払込みを完了し，新潟港に３万石（約５,４１２ 

kl）の貯油能力を有する油槽所を竣工。さらに

ライジングサンの斡旋で英国船籍のガリア号

（１,１１３トン）を購入して，８月頃には新潟港の

油槽所と信濃川沿いにある委託製油所への原油

輸送に就航させる運びとなった３５）。この汽船は

共同丸と命名され，同社独自の輸送手段として

威力を発揮することになる。この第５期に至っ

て，同社が当初計画した基本施設はほぼ整備さ

れ，新たに委託製油所として先に触れたように

藤崎製油所，関屋製油所（いずれもに新潟市）

が加わり，業績も改善して特別配当を加えて年

率３０％の配当を出した。

４．世界恐慌以前の営業実績

　１）１９２４年中は比較的順調に委託精製を続け

たが，軽油の生産を主軸とする同社の経営は，

その需要が景気動向と漁期の天候に左右され，

翌１９２５年前期から販売不振で収益が減少，配当

も年率２０％に下げた。それでも原油取扱量は

１９２６年前期約１１万２千石，翌年の１９２７年後期に

は約１９万２千石と，同社の歩みのなかでは１９２４

～２７年が最も生産規模を拡大した時期である。

　この間の事情を，煩雑さをいとわず貸借対照

表の数値で確認しておこう（損益決算書，利益

処分表は紙幅の関係で省略）。表６は，創業後

の１年間と第５期および，第８期とその２年後

の第１２期の貸借対照表をそのまま表示したもの

である。資産額は，第１～１２期の６年間に１.６

倍の２２１万円余となる。資産の部の「得意先勘

定」は，委託製油所への原料油などの売掛勘定

であり，第１２期には，その金額が創業第１期の



２.１４倍となる。また，内部留保金も資本金の３７％

強に達した。

　２）だが，経営規模を最も拡大したかに見え

る第１２期は，すでに金融恐慌の余波を受け，さ

らに軽油の需要は，安価な輸入重油が軽油の代

替品として利用される動きにも影響を受けて市

価が暴落，採算が引き合わない状況に陥ってい

た３６）。この事情は，石油業界全般にみられるも

ので，『本邦鉱業の趨勢』１９２７年版にも詳述さ
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れている。最大の要因は，アメリカ・オクラホ

マ州のセミノール油田の大噴油を契機とする原

油の増産であり，ただでさえ過剰供給の状態で

あった同国の原油・石油製品は一層供給超過の

度を増し，日本へも原油を含む石油製品が対前

年比２６.７％増の９０万９,２１８klほどが流入した３７）。

同年の国産原油の生産量は２５万５０６４klであっ

たから，その３.６倍近い流入量である。内外石

油各社の競争は激甚を極め，「取引は協定発表

　　　　　　表６　㈱共同石油販売所　貸借対照表（１）　　　　　　単位：円

第１２期第８期第５期第２期第１期
１９２７.７-１２１９２５.７-１２１９２４.１-６１９２２.７-１２１９２１.１１-２２.６

（資産の部）
───２５５,５００５００,０００未払込資本金

４９,８２７４９,８２７４６,６６９油槽所装置
９０,０００１３７,５００１６８,５００船　　舶
１４,５００土地・建物
３,６８３１,１２２１,１０４１,２５７６３２備　　品
９５４,４１５８９１,４７４７７０,２６３４１６,６７３４４５,０５１得意先勘定
１４,４１３３,１７７１２,６０８３０,９６９５８,６８０貯蔵原油
１０,４６０７９,５４８１８８,００３１５４,０８３２６４,７６７在庫製品
５０,０００５２,０００５２,０００保　証　金
２８,５００２９,１９９４０,５５０５０,０００仮　出　金
１,５００１００,０００１,７９２未収入金
４６４９３６４９３８９０現　　金

５９,４６５１３９,９１３１２１,９７６１,０００受取手形
２,０００５,０００立　替　金

８００,０９９７２０,６７４４０２,８１５１８５,０４６２９,３６３銀行預金
３,８６１１,８４４貯蓄預金
３２,７４５有価証券
１００,０００信託預金
２,２１３,９３２２,１０８,３７２１,８０９,５５１１,１４５,４６６１,３５０,３７５合　　計

（負債の部）
１,０００,０００１,０００,０００１,０００,０００１,０００,０００１,０００,０００資　本　金
３３０,０００１３０,０００５０,０００３,０００─積　立　金
１６,０８５７,３８５４,３８５４２５従業者救済資金
３,８６１１,８４４従業者積立金
２２０,０００２２０,０００８０,０００配当準備積立金

４０,５８８支払手形
８３,０７９７９,８８０５８,５１８１１,４３７２２,８８１未　払　金
１,２８８１０,０００１,５００仮　受　金

１３９,８９０借　入　金
１２,０５６１３７,３５３１２８,４６８８０,４１８１４５,０２６委託製油勘定
３,０３２容器勘定
３４２,２５０２６０,５３０１５８,７２５７,０３２前期繰越金
２０２,２８１２２０,７９３３２９,４５５４１,６５３４２,５７７当期利益勘定
２,２１３,９３２２,１０８,３７２１,８０９,５５１１,１４５,４６６１,３５０,３７５合　　計

出所：各期「営業報告書」より作成
註１）上の数値は「第４回から第１７回に至る決算組み替え」表による訂正後のもの。
　　　円未満は四捨五入。



値段を以て引合を見るが如きこと希にして，多

くは遙かに其れ以下の安値を以て取引せられた

り」３８），とある。軽油の年平均価格は１９２６年と

比べ２７年は２５％も下落した。

　この状況に対処するため，同社では，委託製

造を極力減じ，一旦，入荷した製品も各製油所

へ「売戻し」を行い，在庫品を最小限に減らし

た。こうした措置はそれ以前には全くみられな

いことである。売り戻した製品に輸入原油から

精製したものが含まれていたかどうかは判らな

いが，この期の営業報告書には「売戻した」製

品（各製油所側からすれば，「買戻し」品）を

「各委託製油家を督励して販売の拡張を進めた」

とあり，同社と委託製油所が協力して販路の拡

張に努め，一定の収益を確保したようである。

第１２期の貸借対照表では，「資産の部」の在庫

製品，「負債の部」の委託製油勘定がそれ以前

と比べて，ともに大きく減額している。また，

利益金の約半額を配当に回して，年率２０％の配

当率を維持するとともに，一層の不況に備え

て，多額の後期繰越金を計上した。

　３）１９２４～１９２７年の時期の，この地方の製油

所の技術水準について確認しておこう。１９２４年

頃，新津恒吉が経営する関屋製油所の作業実態

は，次のように紹介されている。「作業員十数

名，勤務時間は朝５時から夜７時まで……。当

時は１斗缶２本を肩にして，蒸留釜にかけた斜

めの足場板をのぼって，１釜４０石（８kl）の原

油の張込みをし，次に酸滓燃料の釜焚きで精油

を終えてから，丸棒の先に円板をつけたもので

攪拌して，硫酸洗滌し，最後に汲上げ，荷造り

をした。すべて人力で，張込んだ原油をその日

のうちに製品にするという作業でした」３９），と。

　小規模の製油所では，おおよそこのような作

業で石油製品を製造していた。大変過酷な労働
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である。技術的には１８９０年代末までに新潟県内

で確立した製油法がそのまま活用されており，

ここで述べられている４０石張りの単独釜（これ

を海外から導入する新鋭精製装置に対して普通

蒸留釜と呼ぶ）を５基据え付けて作業すれば，

原油処理能力２００石／日ということになる。な

かには１００石張り，１６０石張りの蒸留釜を設置し

ている製油所もあるが，表５で示したように，

この地方の各製油所の職工数は１５人から２５人で

あるから，せいぜい関屋製油所の２～３倍ほど

の製造能力を有する程度であったと思われる。

　４）当時の新津原油からの製品得率について

正確に記録されたものはない。しかし，製法が

仮に１９０９年頃のものと大きくは変わらないとす

れば，次のような記録がある。山元で買取った

原油１００石から水分や砂などを除去する荒引き

作業後は，荒引原油４５.８３石，重油２８.３３石，ピッ

チ１８.３３石と水分７.５１に分かれる。さらにこの作

業で得た荒引原油と重油をそれぞれ再蒸留すれ

ば，その作業後には，灯油１１.９石，軽油３２.１５石，

機械油１９.１２石，上重油１０.８５石を得る。結果的

に，原油１００石に対し，軽油の得率３２.１５％，機

械油１９.１２％となる。１９０９年頃の製油業者は，

この精製作業で原油購入代金の２.８倍から３.２倍

の売上げ収入を得ていたという４０）。

　製油の収益率は，市場における製品価格とと

もに，この再蒸留の際の製品得率如何に大きく

依拠しており，外国製品との競争では，自動

車，船舶の増加と工業の多様化に合わせた製品

特化も必要であり，先に見た最新の精製技術の

導入を伴う太平洋岸製油所形成の動きと対比す

ると，㈱共同石油販売所に結集していた委託製

油所の競争力は明らかに低位化しつつあった。

製品価格が下落すれば，直ちに事業の採算が合

わなくなるという危険を背負っていたのである。



　５）販路の拡大の面では，㈱山岸商会は，東

京方面はもとより，大阪にも１９１０年代のはじめ

には支店を設けていた。大阪の丸善礦油の松山

善蔵は，１９２０年頃，この山岸商会の大阪支店長

桑山茂作の紹介で新津恒吉の製油所の製品を買

付けている。新津，新潟の黒っぽい色をした機

械油が，丸善鉱油・ツバメ印の商標をつけて

１９３０年以降，満州にも売り込まれた４１）。新潟県

の中小製油業者は，低賃金の過酷な労働のうえ

に，これらの事例に似たエピソードを積み重ね

ていた。

４．世界恐慌後の経営縮小と越後石油株式会社

への転換

１．経営規模の縮小

　１）１９２８年以降も１９３１年まで石油製品の価格

は下落の一途をたどった。図２は，表２の数値

をグラフで示したものである。揮発油は１９２８年

の年平均価格１函６円０７銭が１９３１年には４円４７
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銭と２６.３％下落し，同じ期間に灯油は１７.２％，

軽油は１９.１％，機械油にいたっては３２.８％の値

下がりである。第１９期（１９３１年１月～６月）の

営業概要では，「市場はすでに世界的不況，輸

入品の激増等の悪材料に脅かされ，一般購買力

の低下は安価品を歓迎するに至り，各種製品と

もに凋落の歩調を辿りたり。期末幾分小康状態

を示したる観あるも前途なお容易に好転を望み

難き商況なり」４２），と記している。

　１年後の第２１期（１９３２年１月～６月）では，

金輸出再禁止以来，対外為替相場において円下

落に伴い輸入原油が２割方騰貴し，国産原油の

精製もすこぶる活況を呈し，その好転が期待さ

れた。だが，５月の臨時国会で従価関税との均

衡維持のため，重量関税を一律３５％引上げる関

税定率法の改訂があって６月から実施される

と，輸入原油は高価となり，したがってまた国

産原油の価格も高止まり傾向にある一方，製品

は深刻な価格競争で販売不振が続き，結局，原

料油高・製品安となって，取引は「不引き合い

の趨勢を示せり」４３），とある。金輸出再禁止後

に実施された重量関税の税率引上げは，製油業

者にとっては「５月中旬の凶変」（第２２期の営

業報告書のことば）と映ったようである。

　しかし，その年の後半になると，管理通貨政

策や低金利政策，財政出動の効果が現れて各産

業部門が一斉に生産を拡張しはじめ，この影響

で同社の石油製品も数次の値上げを行って，な

お在庫品不足になるほどに活発な取引が続い

た４４）。

　２）表７は，同社の営業が拡張から縮小への

転換点となった第１２期，それから５年後の第２２

期，および同社が解散する直前の第２７期まで

１年毎に表示した貸借対照表である。第２２期

（１９３２年７～１２月）は同社設立１０年目の年であ

図２　原油・石油製品 年平均価格の推移

出所：表２と同じ。
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るが，資産規模は１９３２年末の６１.３％にまで縮小

し，世界恐慌のあおりを受けて，委託精製事業

の規模も著しく縮小している。１９２７年から１９３２

年までの５年間は，経営の環境の激変のもと

で，同社はもとより，その委託製油所の担い手

たち自身にも大きな変化があった。

　表示はしてないが，第２２期の損益計算書の

「支出の部」には，製油工賃，容器費，人夫給，
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油の漏洩費などの項目の記載が無く，同社独自

の製品の調合・詰替え，函詰めなどの作業は行

われなくなったようである。むしろ，輸入原油

の買付けと委託製油所への配分，ならびに規格

に沿って納品された委託精製品の販売のみに業

務を限定してきている様子が窺える。第２２期以

降，貸借対照表に委託製油勘定が無くなってい

る。

単位：円表７　㈱共同石油販売所　貸借対照表（２）

第２７期第２６期第２４期第２２期第１２期
１９３５.１-６１９３４.７-１２１９３３.７-１２１９３２.７-１２１９２７.７-１２

（資産の部）
５１,７３０３７,２９１３７,２９１３７,２９１４９,８２７油槽所装置
５５,０００５５,０００６０,０００６０,０００９０,０００船　　舶
１４,５００１４,５００１４,５００１４,５００１４,５００土地・建物
２,９４３２,９４３２,９４３２,９４３３,６８３備　　品
３４３,９２６２５３,２５８５５３,１２８６４１,２４２９５４,４１５得意先勘定
１１７,９９５１５３,３７０１０２,２００１８９,７５０１４,４１３貯蔵原油

１０,４６０在庫製品
５０,０００５０,０００５０,０００５０,０００５０,０００保　証　金
２,１７７５６,６７９３,３２３２９,００９２８,５００仮　出　金
２,８３５１,５００未収入金
５３６２０７３６４１,５８６４６４現　　金

２３,８４２５４,４１２３３,４９２３１,６９２５９,４６５受取手形
２１,９０５２１,９０５２１,９０５山　　林
４,０００供　託　金
６９６,１６４６８５,７９１４１２,０２６１６７,４５０８００,０９９銀行預金
８,２６３７,３９３５,６５３１２,１６０３,８６１貯蓄預金
１８,８００１８,８００１８,８００１８,８００３２,７４５有価証券
５,０００３０,０００７５,０００１００,０００１００,０００信託預金

１,４１９,６１６１,４４１,５４９１,３９０,６２４１,３５６,４２２２,２１３,９３２合　　計

（負債の部）
１,０００,０００１,０００,０００１,０００,０００１,０００,０００１,０００,０００資　本　金
２７０,０００２６０,０００２４０,０００２００,０００３３０,０００積　立　金
４１,２００４０,０５９３８,２５９３３,７５９１６,０８５従業者救済資金
８,２６３７,３９３５,６５３１２,１６０３,８６１従業者積立金

２２０,０００配当準備積立金
１４,８９４８,８９４８,５７４１５,４２８８３,０７９未　払　金

１,２８８仮　受　金
１２,０５６委託製油勘定
３,０３２容器勘定

１９,０００１９,０００信　認　金
３４２,２５０前期繰越金

６６,２５９１０６,２０３９８,１３８９５,０７５２０２,２８１当期利益勘定

１,４１９,６１６１,４４１,５４９１,３９０,６２４１,３５６,４２２２,２１３,９３２合　　計

出所：各期「営業報告書」より作成
註：「負債の部」は，各期ともに「支払手形」と「借入金」の項目が無い。



　専務取締役の中野信吾は，この期を最後に退

任した。損益決算書には１０周年記念慰労金が２０

万円計上され，１０万円を信吾への功労金，その

ほかは役員・従業員へ慰労金として配分され

た４５）。通常の配当は１株２円５０銭（年率１０％）

である。次期の役員には取締役社長中野忠太

郎，常務取締役新津恒吉，取締役加藤清吉が選

任され，監査役は従来どおり，石崎清助と早山

与三郎が選ばれた。第２３期（１９３３年１～６月）

中の１月に中野信吾，３月に加藤清吉が死去し，

取締役に中野忠太郎の長男孝次が補任された４６）。

　１９３３年１月以降の委託製油所は，１３ヵ所（表

５で☆印を付した製油所）であり，最盛期と比

べ８製油所が契約を解除している。残存する１３

製油所のなかにも所有者が移転したものがあ

り，新津の吉澤製油所は長岡の加藤清吉へ，新

潟の藤崎製油所は新津恒吉に譲渡されていた。

　３）他方，同社常務取締役の新津恒吉は，こ

の間も自身の製油業を拡大している。１９２８年，

新潟県刈羽郡西仲通村に西中通製油所（ここで

は揮発油が精製できる）を建設し，１９３１年１１

月，秋田県平沢の製油所を建設，翌年には大阪

市の田中源太郎と提携して平沢製油所で上級の

機械油を製造している。さらに１９３５年には新潟

市山ノ下に丸新新潟製油所を開設し，事業の本

居地を新津町から新潟市沼垂地区に移した４７）。

　また，同社創立時から監査役であった早山與

三郎は，１９３１年１１月，川崎市扇町に独自に原油
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を輸入して精製する早山製油所を開設，太平洋

岸製油所を持つ。さらに１９３５年５月には，個人

経営の組織を資本金６００万円の株式会社に改組

した。この会社設立に際しては，森矗昶，森コ

ンツェルン系の会社，千葉三郎らの政治家が出

資協力している。同製油所では，１９３５年５月に

分解蒸留装置，１９３７年３月には４千バレル／日

の常圧蒸留装置を建設して揮発油の製造に着手

した４８）。このように，世界大恐慌をくぐり抜け

て，業容を拡大する製油業者も出てきた。

２．解散から越後石油株式会社へ

　１）㈱共同石油販売所の第２２期（１９３３年１月

～６月）以降の営業は，１９２７年以前とは様相が

一変する。営業の中心は，輸入原油の受入れ

と，かつて委託製油契約を交わした製油業者へ

の売渡しであり，委託精製品の販売は総売上金

額の２割に達しない。

　１９３３年２月から１９３５年６月まで，月毎の原油

棚卸状況を記入した綴りが現存している。それ

をもとに，１９３３年２月から１９３４年６月までの原

油棚卸の状況をまとめると，表８のようにな

る。この時期は月平均１万７千石ほどを受入

れ，ほぼ同じ量を販売している。この業務が営

業収入の基本である。委託精製への払出は，毎

月ほぼ２００石である。１石当たり原油単価は，

１９３３年２～５月が７円で扱われ，地元の新津原

油の２月の建値８円２９銭と比較すると，同社の

単位：石，円　　　　　　表８　原油棚卸表

貯蔵原油価額差引残石数払出石数販売石数受入石数繰越石数年月

１０７,１８５１６,４９０１,０００８０,９００６８,１９０３０,２００１９３３.２-６
１０２,２００１４,６００１,２３０１２１,０００１２０,３４０１６,４９０１９３３.７-１２
９６,９１５１４,９１０１,６００１１７,８７０１１９,７８０１４,６００１９３４.１-６

出所：㈱共同石油販売所「月別　決算表」（綴）より作成。
註：払出石数は，委託精製への払出。貯蔵原油価額＝差引残石数×１石当たり単価。



原油が１円２９銭安い。製油業者にとっては，こ

の価格差が有利に働いた。

　しかし，同年８月６日に松方日ソのソ連ガソ

リンが日本に入着し，以後，揮発油のみなら

ず，そのほかの石油製品も再び厳しい値下げ競

争のもとに置かれた。新津原油の建値も９月に

１石当たり６円０９銭に押し下げられ，同社の原

油を購入するメリットが無くなっている。この

値下げ競争は翌１９３４年春まで続き，国内の製油

業者に致命的打撃を与えた４９）。

　さらに同社の輸入原油の入荷量が月によって

８千石，あるいは２万石と大きく変動し，そうし

た状況が１９３３年６月からはじまっている。比較

的低価格で安定的に原油を供給するという同社

の目的を達成することも困難になってきていた。

　２）１９３４年５月，１ヵ月に４万石以上の原油

を受入れ，１石当たり６円８０銭に値下げして販

売したのを最後に，同年７月の石油業法５０）施

行以後，原油の受入石数は一挙に減少し，１ヵ

月８千石台になる。石油業法施行直前の６月２２

日にライジングサン，スタンダード石油，日本

石油，小倉石油，三菱商事，および三井物産の

６社と松方幸次郎との間で松方日ソの販売に関

する協定が調印され，厳しい価格競争は１つの

転機を迎えるが，第２６期（１９３４年７～１２月）の

営業概況では，「市況……各社協定市価の回復

に努力したるため，やや強調に転じたり」５１）と

述べている。委託精製向け払出原油数量は１ヵ

月３００～４００石に再び増加している。

　しかし，第２７期（１９３５年１～６月）になると，

３月には２万０,３４４石の原油が無税扱いで別途

保有された。これは石油業法の保有義務に沿う

ものであろう。有税の貯蔵原油は６月末までに

売切り，６月には委託精製も行っていない。貯

蔵原油は無税扱いの原油のみとなった５２）。保有
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船舶は傭船として貸出されている５３）。同社は，

７月以降，休業状態に入ったと思われる。

　３）その後，１９３５年１０月，同社は正式に解散

し，委託製油所の経営者１２人が解散時の分配金

をもとに，輸入原油の共同購入を目的とした越

後石油株式会社（資本金７０万円）を新津町（後

に新潟市沼垂に移転）に設立した。原油の貯蔵

タンクは新潟港中央埠頭に設けられた。同社の

役員は，専務取締役石崎清助（新津），取締役斉

藤英二（新潟），奥田静治（新津），加藤清一

［清吉の子］（長岡），監査役早山與三郎（新潟），

鷲尾庄七（長岡），支配人は新潟の東洋物産に

勤務していた中山政司である５４）。

　４）以上が，１９２１年１１月に設立され１９３５年１０

月に解散した㈱共同石油販売所の１４年間の足ど

りである。この１４年間の日本の石油産業の歩み

は，先に見たように，日本市場支配をめぐる国

際石油資本間の激しい競争の渦中にあって，国

内資本による「国内製油主義」を生み出してゆ

く過程であり，具体的には輸入原油による太平

洋岸製油所体制の形成過程であった。

　それを中心的に担ったのは新潟県から出た日

本石油であり，新潟で資力を蓄積した小倉石油

である。

　特に１９２３年９月の関東大震災以降，自動車が

急速に普及し，艦船用・商船用の重油ととも

に，揮発油（ガソリン）の需要が大幅に増加し，

１９３０年代初頭には，自動車用ならびに航空用ガ

ソリンの国内生産が国策上の課題となった。新

潟県内の既存の中小製油業者の中からも早山與

三郎や新津恒吉など，時代の動向に機敏に対応

して業容を整えていく業者が現れる。㈱共同石

油販売所は，１９２０年代初頭の国産原油高・海外

原油安という内外原油価格差に対応して長岡・

新津・新潟地域の既存の中小製油業者に輸入原



油精製の途を切り開くとともに，時代の動向に

対応する業者を育む〈培養器〉の役割を果たし

たと言える。

　５）最後に，太平洋岸製油所体制の形成につ

いて，１９３０年以降の動向を概観しておこう。

１９３１年２月，三菱本社，三菱鉱業および三菱商

事の３社が協力してアメリカのアソシエーテッ

ド石油会社と折半出資の三菱石油（資本金５００

万円）を設立し，１９３０年から工事をすすめてい

た川崎製油所が同年１２月，操業を開始した。こ

の製油所は直留および分留装置（処理能力，軽

質原油３千バレル／日）と真空蒸留機械油精製

装置（処理能力，重質原油１千バレル／日）を

備えていた５５）。

　１９３３年，日本の燃料政策の具体化が図られ，

石油業法による石油産業の統制実施を前にし

て，海外の精製技術を導入した東洋商工（資本

金１０万円，後の興亜石油）が６月に，次いで１１

月には東邦石油（資本金５０万円）が設立され

た。同じ１１月，先に触れたように丸善石油（資

本金２００万円）が発足している。１９３４年には小

規模の会社ではあるが５月に愛国石油合資（資

本金１０万円），および１２月に製油所を稼働させ

る南海石油（株式会社としての設立は１９３５年２

月）が誕生する。

　表９は，石油業法成立時の国内の製油所数と
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年間処理能力を表示したものである。合計６７製

油所の年間処理能力は２４６万３千klである。そ

のうち，年間処理能力５万kl以上で，もっぱら

輸入原油精製を行う７製油所が国内の年間処理

能力の５７％を占めていた。また，１９３２年までに

国内の民間外航タンカーは１万トン級を中心に

１５隻が就航している。

　１９２０年代から１９３０年代半ばにかけての日本の

石油産業の展開は，こうした太平洋岸製油所体

制の形成・強化の過程であり，石油業法がそれ

を最終的に軌道づけた。同法施行後の油種別カ

ルテルの結成とともに石油市価も上昇し，石油

業各社の業績も回復する。

　なお，石油業法下の企業合同の過程で，１９３９

（昭和１４）年９月に越後石油株式会社を設立し

た製油業者のうちの８製油所が合同して，大協

石油株式会社（資本金５００万円）を設立した。

各製油所の代表は，次のように新会社の経営陣

を構成した。社長は斉藤英二（斉藤製油所），

専務取締役山岸清剛（山岸石油），常務取締役

鈴木吉之助（鈴木製油所），取締役石崎清助（石

崎製油所），奥田静治（奥田製油所），浅田政栄

（浅田製油所），原清吉（原製油所），大谷辰次

（大谷製油所），監査役武田安弘（山岸石油），前

田周治（斉藤製油所）。

　また，１９３７年８月，早山石油，新津石油，旭

表９　わが国の製油所数と年間処理能力
処理能力単位：千kl１９３４（昭和９）年

合　計１万kl以下１～５万kl５万kl以上
処理原油別

処理能力個数処理能力個数処理能力個数処理能力個数

５３８３１３７２１１００７４０１３国　　　産
１,７１２２５３７６２６４１２１,４０７７輸　　　入
２１３１１３５６７０４１０５１国産・輸入

２,４６３６７１０９３３４３８２３１,９１６１１計

出所：『日本石油史』（１９５８年版），３１４ページ。商工省調べによる。



石油の３社合併により，昭和石油株式会社（資

本金４,１００万円）が発足した。昭和石油，大協石

油，および丸善石油は，戦時下日本の石油精製

８ブロックのうちの３つのブロックを構成する

ことになる。
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油百年史』（日本石油株式会社，１９８８年）の巻末
統計では１９１６年の４６.７万klがピークとなるが，
このころを境に以後１９２６年の約２７万klまで減
産する。

 なお，１９１７年頃の採掘用鉄管の不足が試掘の
進捗を妨げたことは，前掲『日本石油百年史』
１８５ページでも言及されている。

７） 通商産業大臣官房調査統計部『本邦鉱業の趨
勢５０年史』，通商産業調査会，１９６４年，２１０ペー
ジ。

８） 『日本貿易精覧』（東洋経済新報社，１９３５年）
１９３ページ。同書では，１９０９年から原油輸入額
の記録があるが，それによると，１９１２年が約１.２
万klで，１９１８年は僅か４千klであった。それ
が，再び１０万klを超えるのは１９２４年である。

９） １函は，５ガロン入り石油缶２個詰めの木
箱。当時の取引単位。日本で採用されていたア
メリカガロンは１ガロン＝３.７８５lであるから，
１缶は約１８.９lとなり，現在一般に使用される
１８l入り石油缶に受け継がれるものである。だ
だし，１缶の容量はいつの時代も正確に５ガロ
ンであったわけではなく，リットル単位への換
算は不可能と言われているので，当時の取引単
位で表示した。

 なお，本稿では，１石＝１８.３９０l＝１.１３５バレ
ル，１バレル（barrel）＝１５８.９３４lもリットル単
位へ換算せず，当時，使用されていた取引単位
で表示する。

１０） 前掲『日本石油百年史』，２０８～２０９ページ参
照。原資料は『石油便覧』１９２４年版。

１１） 石井寛治，前掲論文，１３０ページの第１１表，な
お，民間の石油輸入に海軍の輸入石油を加える



と，同年の自給率は２２％になるという。
１２） 幕末開港を機にわが国で「灯油ランプ」が普

及しはじめ，明治初年以来，石油と言えば灯油
を指していた。その後，機械制大工業の展開，
石油発動機・ディーゼル機関の導入により，生
産・輸入される石油製品は多様化したが，石油
産業の主要な製品は第一次世界大戦期まで灯油
であった。農商務省『本邦鉱業の趨勢』による
石油製品の市価統計は，１９２１年まで本稿の図１
で示す灯油４銘柄に関するものだけである。

１３） 農商務省『本邦鉱業の趨勢』各年版による。
以下，価格に推移に関する記述は同資料による。

１４） スタンダード石油は，ロックフェラーらが
１８８２年に設立したスタンダード・オイル・トラ
ストが支配下に置く３９の石油会社の１つで，
１８８２年１０月設立の Standard Oil Company of 
New Yorkを指す。同社がその後の日本市場への
石油輸出を担い，１８９３（明治２６）年，横浜に日
本支店を開設した。潤滑油（機械油）を扱うバ
キューム石油も同年に日本支店を開設している。

 このトラストは，１８６３年に操業した「クラー
ク・ロックフェラー・アンドリュース製油所」
を起源とし，１８７０年６月，資本金１００万ドルで
設立されたStandard Oil Company of Ohioが母
体となる。幕末開港後に日本へ流入した灯油
は，この時代の製品である。

１５） イギリスの貿易商M・サミュエルが経営す
るサミュエル商会がロシア灯油の日本での販売
に関して浅野聡一郎と代理販売契約を締結した
のが１８９１（明治２４）年であり，タンクを設置し
た船舶で中味積みのロシア油を日本に初輸入し
たのが１８９３年２月であった。以来，同商会が売
り込む灯油は“タンク”油と称された。なお，
サミュエル商会は１８９７年にシェル・トランスポ
ート・アンド・トレーディング社を設立，ま
た，１９００年に日本国内会社ライジングサンを横
浜に設立した。

１６） １９０３年，ロスチャイルド，ロイヤル・ダッ
チ，シェルの３者が，合弁でアジア地域への石
油販売を目的するアジアチック石油を設立，さ
らに１９０７年にロイヤル・ダッチとシェルがロイ
ヤルダッチ・シェルグループを結成。アジアチ
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ック石油は同グループ傘下企業となり，これと
密接に連携するライジングサンがこの頃にはオ
ランダ領インドで精製した製品を日本で販売し
ていた。

１７） 井口東輔編著『〈現代日本産業発達史Ⅱ〉石
油』（交詢社出版局，１９６３年），巻末統計表，１４
～１７ページ。

１８） John G. McLean, Robert Wm. Haigh, The 
Growth of Integrated Oil Companies, Graduate 

School of Business Administration, Harvard 

University, 1954, Exhibit Ⅳ-1 in p.86.
１９） 前掲『日本石油百年史』，２１３ページ。
２０） 『中外商業新報』１９２０年８月１７日付，「外国産

油の輸入計画頻り─石油戦争起こらん」に依る。
２１） John G. McLean, Robert Wm. Haigh, op. cit. 

p.8５ l.なお，同書８６ページ掲載の図表：アメリカ
における「石油総需要，総供給，国産原油生産
量，製油所処理量」は，田中紀夫『原油価格─
その歴史とその仕組み─』（第一法規出版，１９８３
年）の１４ページに図７として引用されている。

２２） 改正関税定率法が１９０９年４月から施行されて
輸入原油精製のメリットがなくなり，さらにス
タンダード石油が製品の値下げを伴うシェア争
いを開始して状況が悪化，浅野の事業会社の場
合は輸入先の契約廃棄もあって大打撃を受け，
１９０８年９月に宝田石油と合併し，宝田石油が継
続した輸入原油精製事業も１９１２年８月をもって
中止となり，保土ヶ谷製油所は閉鎖された。ラ
イジングサンの九州福岡県西戸崎の製油施設も
１９１５年で一旦，休止している。なお，１９１６年以
降も原油の輸入は絶えることなく続いており，
前掲『日本石油百年史』では，ライジングサン
が輸入精製を休止した後も，関西方面の機械油
専門メーカーがその施設で南方原油の処理をお
こなっていたと，ある（同書，２１３ページ）。こ
の詳細は，拙稿「日露戦後の海外原油輸入問題
─浅野聡一郎の海外原油輸入精製事業をめぐっ
て─」（『立命館大学人文科学研究所紀要』第４３
号，１９８７年，所収，１１７～１４８ページ）で検討を
加えている。

２３） 脇英夫ほか『徳山海軍燃料廠史』（徳山大学
総合経済研究所，１９８９年），７８～８０ページ参照。



２４） 瀬島猪之丞は島津藩の下級武士の子として
１８７０年に生まれた。家族は西南戦争後に東京に
転居，石炭商を営む。１８９０年，東京高等商業学
校に入学。卒業後は家業を手伝うが，１８９９年に
日本石油に入社し販売を担当。のちに販売課長
となるが，１９１４年に退社。１９１７年に瀬島製油所
を設立。翌１９１８年，神戸の貿易商・鈴木商店系
の帝国石油（１９１７年，資本金６００万円）の監査役
に就任。

２５） 前掲『日本石油史』（１９５８年版），２８２ページ。
２６） この項の記述は，前掲『日本石油百年史』２３６

～２４０ページからの摘記。
２７） 奥田英雄『小倉常吉伝』小倉常吉伝刊行会，
１９７７年，３１７～３１９ページを参照。

２８） 奥田英雄，同上，３７６～３８１ページ参照。
２９） 村松石油株式会社『油屋物語』，１９５８年，９５～
１０４ページ参照。

３０） 板倉忠雄，前掲論文，３５０ページ。
３１） 前掲『日本石油百年史』（１９８８年版），２１３ペー

ジ。なお，『日本石油史』（１９５８年版），２８３ページ
にも同社の設立に関する記述がみられるが，そ
れは当時の我が国の輸入原油精製事業の動向を
概観する文脈の中で扱われたものであり，簡単
な一事例紹介のかたちを取っているにすぎない。

３２） 前掲『大協石油四十年史』，７～８ページに
掲載の原製油所との「委託製油契約書」を参照。

３３） ㈱石油共同販売所「第１回営業報告書」営業
概況による。

３４） １９２２年６月の「赤全勝新裸」は５円３５銭，「C
マシン油裸」５円８０銭であり，軽油は８０銭ほ
ど，マシン油で４０～５０銭安く販売せざるを得な
かったようである。

３５） 「第５回営業報告書」の営業概況による。
３６） 「第１２回営業報告書」の販売状況の項による。
３７） 商工省『本邦鉱業の趨勢』１９２７年版，１０５ペー

ジ。この年の石油の供給過剰を背景とした「価
格競争」は世界的規模に展開。これを契機に
１９２８年９月，国際石油市場における「現状維持
協定」（アグナカリー協定）が，当時，世界の３
大メジャーと呼ばれた，ニュージャージー・ス
タンダード，シェル，アングロ・ペルシャンの
間で締結された。
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３８） 同上，同ページ。
３９） 昭和石油株式会社刊『昭和石油三十年史』
１９７４年，２６ページ。

４０） 奥田英雄，前掲書，１７４～１７５ページ。
４１） 前掲，『油屋物語』，１２６～１２８ページ参照。
４２） ㈱共同石油販売所「第１９回営業報告書」の
「営業概要」による。

４３） ㈱共同石油販売所「第２１回営業報告書」の
「営業概要」による。

４４） ㈱共同石油販売所「第２２回営業報告書」の
「営業概要」による。

４５） ㈱共同石油販売所「第２２回営業報告書」の
「庶務要項」による。

４６） ㈱共同石油販売所「第２３回営業報告書」の
「庶務要項」による。

４７） 前掲『昭和石油三十年史』巻末の年表による。
４８） 同上，本文の３０～３５ページ参照。
４９） 前掲『日本石油百年史』，３０１ページ。同書で

は，この時の値下げ競争による減収を「致命的
打撃」と表現し，１９３４年３月期決算では３％配
当に減配，小倉石油，三菱石油も無配を続けた
と述べている。

５０） １９３４年３月２８日に公布された石油業法は，①
石油輸入業および精製業の許可制，④毎年の事
業の許可制，③輸入石油の保有は種別毎に１年
間の輸入量の２分の１を下回ってはならないと
する，石油保有義務，④製品の価格，供給量，
設備拡張，改良等についての政府の命令権，を
規定した。

 政府が石油の輸入，生産，販売の割当権をも
ち，販売価格を変更する権限を有する，画期的
な産業統制法である。

５１） ㈱共同石油販売所「第２６回営業報告書」の
「営業概要」による。

５２） ㈱共同石油販売所「月別　決算表」（綴）１９３５
年１～６月の「原油棚卸表」による。

５３） ㈱共同石油販売所「第２７回営業報告書」の
「営業概要」による。

５４） 小林力三編『新潟商工会議所七十年史』（新
潟商工会議所，１９６９年），２２３ページ。

５５） 前掲『日本石油百年史』，２９２ページ。
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Abstract: The aim of this paper is to elucidate how the changes in the production structure of the 

oil refinement business in Japan after World WarⅠwere related to the international crude oil 

market in 1920s and to examine how the medium- or small-size oil manufacturing in local region 

supported the situation. 

　Chronic oversupply in the American petroleum industry continued almost without interruption 

from the latter months of 1920 to about 1935. The tendency of a falling American crude oil price 

over this long period resulted in low prices in the international crude oil market. Japanese oil 

companies were constantly enabled to refine imported crude oil under this situation. This paper 

first summarizes the inflow of overseas crude oil to Japan after World War Ⅰand the formation of 

the oil manufacturing system on Japan’s Pacific coast. Then it examines the business development 

of Sekiyu Kyodo Hanbai-syo Co., which aimed for the trust refinement of imported crude oil, and 

was established in the Niitsu oil region of Niigata prefecture in 1921. This Company played an 

important role in supporting the growth of many medium- or small-size oil refineries in Nagaoka, 

Niitsu and Niigata in Niigata prefecture.

Keywords: The refinement of imported crude oil, the oil manufacturing system on Japan’s Pacific 

coast, The medium- or small-size oil refineries
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